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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ルチル型酸化チタンとアナタース型酸化チタンとを含む着色剤と、結着樹脂と、を含有
し、前記ルチル型酸化チタンと前記アナタース型酸化チタンとの比率（質量基準）が、９
０：１０乃至５０：５０である静電荷像現像用トナー。
【請求項２】
　前記着色剤の含有量が、３０質量％以上６０質量％以下である請求項１に記載の静電荷
像現像用トナー。
【請求項３】
　請求項１又は請求項２に記載の静電荷像現像用トナーを含む静電荷像現像用現像剤。
【請求項４】
　請求項１又は請求項２に記載の静電荷像現像用トナーを収納し、
　画像形成装置に着脱されるトナーカートリッジ。
【請求項５】
　請求項３に記載の静電荷像現像用現像剤を収納し、潜像保持体表面に形成された静電荷
像を前記静電荷像現像用現像剤により現像してトナー像を形成する現像手段を備え、
　画像形成装置に着脱されるプロセスカートリッジ。
【請求項６】
　潜像保持体と、前記潜像保持体表面を帯電する帯電手段と、前記潜像保持体表面に静電
荷像を形成する静電荷像形成手段と、前記静電荷像を請求項３に記載の静電荷像現像用現
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像剤により現像してトナー像を形成する現像手段と、前記トナー像を記録媒体に転写する
転写手段と、前記記録媒体に前記トナー像を定着する定着手段と、を備える画像形成装置
。
【請求項７】
　潜像保持体表面を帯電する帯電工程と、前記潜像保持体表面に静電荷像を形成する静電
荷像形成工程と、前記静電荷像を請求項３に記載の静電荷像現像用現像剤により現像して
トナー像を形成する現像工程と、前記トナー像を記録媒体に転写する転写工程と、前記記
録媒体に前記トナー像を定着する定着工程と、を有する画像形成方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、静電荷像現像用トナー、静電荷像現像用現像剤、トナーカートリッジ、プロ
セスカートリッジ、画像形成装置、及び、画像形成方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電子写真プロセスは、情報化社会における機器の発達や通信網の充実により、複
写機のみならず、オフィスのネットワークプリンター、パソコンのプリンター、オンデマ
ンド印刷のプリンター等にも広く利用され、白黒、カラーを問わず、高画質、高速化、高
信頼性、小型化、軽量化、省エネルギー性能がますます強く要求されてきている。
【０００３】
　電子写真プロセスは、通常、光導電性物質を利用した感光体（潜像保持体）上に種々の
手段により電気的に静電荷像を形成し、この静電荷像をトナーを用いて現像し、感光体上
のトナー画像を中間転写体を介して又は介さずに紙等の記録媒体に転写した後、この転写
画像を記録媒体に定着する、という複数の工程を経て、定着画像を形成している。
【０００４】
　高温高湿条件および低温低湿条件のいずれの環境条件においても、それぞれ帯電特性の
安定化やチャージアップ防止性に優れた静電潜像現像用トナーを提供するため、バインダ
ー樹脂および磁性粉を含むトナー粒子に対して、疎水化度が異なる第１の疎水性無機金属
研磨剤と、第２の疎水性無機金属研磨剤と、を外添処理したことを特徴とする静電潜像現
像用トナーが開示されている（例えば、特許文献１参照）。
【０００５】
　流動性に優れ、帯電分布が均一で、環境依存性少なく、外添剤離脱が少なく、キャリア
や摩擦帯電部材を汚染することがない上、トナーの放置帯電量低下が少なく、安定した画
像が得られる静電荷像現像用トナーを提供するため、同一粒子内にルチル型酸化チタン、
及びアナターゼ型酸化チタンを有し、かつシランカップリング剤で表面処理された処理層
を有する疎水性酸化チタンを外部添加剤として含有する静電荷像現像用トナーであって、
前記疎水性酸化チタンのルチル型酸化チタンとアナターゼ型酸化チタンとの比が質量比で
２：９８乃至４５：５５の範囲にあることを特徴とする静電荷像現像用トナーが開示され
ている（例えば、特許文献２参照）。
【０００６】
　高い隠蔽力を有する白色非－磁性トナー粒子を提供するため、少なくとも５０重量部が
ポリエステル樹脂であるトナー樹脂、及び該トナー樹脂１００重量部に対して６５重量部
以上１８０重量部以下のルチル型ＴｉＯ2を含んでなる乾燥非－磁性トナー粒子が開示さ
れている（例えば、特許文献３参照）。
【０００７】
　分散性が良好で、トナーに使用した場合、摩擦により埋没することのない外添用酸化チ
タンを提供するため、含水酸化チタン及び／又はアナターゼ型酸化チタンを含有するルチ
ル型酸化チタンであって、シランカップリング剤で処理されている処理層を有することを
特徴とする疎水性ルチル型酸化チタンが開示されている（例えば、特許文献４参照）。
【０００８】



(3) JP 5625945 B2 2014.11.19

10

20

30

40

50

　耐光性などの環境安定性に優れた球状の着色粒子を提供するため、可視光領域に実質的
に吸収を有さない無機酸化物又はその水酸化物、光又は熱硬化性樹脂、及び、着色成分を
含み、粒径が０．１μｍ以上５０μｍ以下であることを特徴とする着色粒子が開示されて
いる（例えば、特許文献５参照）。
【０００９】
　画像欠陥が生じ難く、高濃度且つ高い隠蔽性を有する静電荷像現像用トナーを提供する
ため、着色剤と、結晶性樹脂及び非結晶性樹脂からなる結着樹脂と、を含んでなる白色の
静電荷像現像用トナーであって、前記結晶性樹脂のトナー中における含有量が５質量％以
上２５質量％以下であり、前記着色剤のトナー中における含有量が１５質量％以上４０質
量％以下であることを特徴とする静電荷像現像用トナーが開示されている（例えば、特許
文献６参照）。
【００１０】
　隠蔽特性に優れ、かつトナー飛散、耐候性およびクリーニング性にも優れた白色トナー
を提供するため、酸化アルミニウムおよび／または二酸化ケイ素を含有する白色トナーが
開示されている（例えば、特許文献７参照）。
【００１１】
　より短時間で大量の電飾フィルムを形成することができる画像形成方法を提供するため
、透明フィルム上にマゼンタ、シアン、イエロー及びブラックのうちの少なくとも１色以
上のトナーを用いて画像を形成し、次いで前記透明フィルム上に前記画像上から一様な白
色層を形成したことを特徴とする画像形成方法が開示されている（例えば、特許文献８参
照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】特開２００３－２４８３３８号公報
【特許文献２】特開２００２－２１４８２６号公報
【特許文献３】特開２０００－０５６５１４号公報
【特許文献４】特開２０００－１２８５３４号公報
【特許文献５】特開２００４－０１８６７１号公報
【特許文献６】特開２００７－０３３７１９号公報
【特許文献７】特開平０１－１０５９６２号公報
【特許文献８】特開平０６－１８６７８７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本発明は、本構成を有しない場合に比べて、変色による画像保管性の低下を抑制できる
静電荷像現像用トナーを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　即ち、請求項１に係る発明は、ルチル型酸化チタンとアナタース型酸化チタンとを含む
着色剤と、結着樹脂と、を含有し、前記ルチル型酸化チタンと前記アナタース型酸化チタ
ンとの比率（質量基準）が、９０：１０乃至５０：５０である静電荷像現像用トナーであ
る。
【００１６】
　請求項２に係る発明は、前記着色剤の含有量が、３０質量％以上６０質量％以下である
請求項１に記載の静電荷像現像用トナーである。
【００１７】
　請求項３に係る発明は、請求項１又は請求項２に記載の静電荷像現像用トナーを含む静
電荷像現像用現像剤である。
【００１８】
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　請求項４に係る発明は、請求項１又は請求項２に記載の静電荷像現像用トナーを収納し
、
　画像形成装置に着脱されるトナーカートリッジである。
【００１９】
　請求項５に係る発明は、請求項３に記載の静電荷像現像用現像剤を収納し、潜像保持体
表面に形成された静電荷像を前記静電荷像現像用現像剤により現像してトナー像を形成す
る現像手段を備え、
　画像形成装置に着脱されるプロセスカートリッジである。
【００２０】
　請求項６に係る発明は、潜像保持体と、前記潜像保持体表面を帯電する帯電手段と、前
記潜像保持体表面に静電荷像を形成する静電荷像形成手段と、前記静電荷像を請求項３に
記載の静電荷像現像用現像剤により現像してトナー像を形成する現像手段と、前記トナー
像を記録媒体に転写する転写手段と、前記記録媒体に前記トナー像を定着する定着手段と
、を備える画像形成装置である。
【００２１】
　請求項７に係る発明は、潜像保持体表面を帯電する帯電工程と、前記潜像保持体表面に
静電荷像を形成する静電荷像形成工程と、前記静電荷像を請求項３に記載の静電荷像現像
用現像剤により現像してトナー像を形成する現像工程と、前記トナー像を記録媒体に転写
する転写工程と、前記記録媒体に前記トナー像を定着する定着工程と、を有する画像形成
方法である。
【発明の効果】
【００２２】
　請求項１に係る発明によれば、本構成を有しない場合に比べて、変色による画像保管性
の低下を抑制できる静電荷像現像用トナーが提供される。
【００２３】
　請求項２に係る発明によれば、本構成を有しない場合に比べて、変色による画像保管性
の低下がさらに抑制される。
【００２４】
　請求項３に係る発明によれば、本構成を有しない場合に比べて、変色による画像保管性
の低下を抑制できる静電荷像現像用現像剤が提供される。
【００２５】
　請求項４に係る発明によれば、本構成を有しない場合に比べて、変色による画像保管性
の低下を抑制できる静電荷像現像用トナーの供給を容易にするトナーカートリッジが提供
される。
【００２６】
　請求項５に係る発明によれば、本構成を有しない場合に比べて、変色による画像保管性
の低下を抑制できる静電荷像現像用現像剤の取り扱いを容易にし、種々の構成の画像形成
装置への抵抗性を高められる。
【００２７】
　請求項６に係る発明によれば、本構成を有しない場合に比べて、変色による画像保管性
の低下を抑制できる静電荷像現像用現像剤を用いた画像形成装置が提供される。
【００２８】
　請求項７に係る発明によれば、本構成を有しない場合に比べて、変色による画像保管性
の低下を抑制できる静電荷像現像用現像剤を用いた画像形成方法が提供される。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】本実施形態の画像形成装置の一例を示す概略構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　以下、本発明に係る静電荷像現像用トナー、静電荷像現像用現像剤、トナーカートリッ
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ジ、プロセスカートリッジ、画像形成装置、及び、画像形成方法の実施形態について詳細
に説明する。
【００３１】
＜静電荷像現像用トナー＞
　本実施形態の静電荷像現像用トナー（以下、単にトナーと称することがある）は、ルチ
ル型酸化チタンとアナタース型酸化チタンとを含む着色剤と、結着樹脂と、を含有するも
のである。本実施形態のトナーは、白色トナーとして好適に用いられる。
【００３２】
　本発明者の知見によれば、ルチル型酸化チタンは紫外線による光触媒活性がアナタース
型酸化チタンよりも低いため耐光性に優れる（変色しにくい）が、ルチル型酸化チタンを
着色剤として用いた場合に紫外線による結着樹脂の劣化が進み、画像保管性が低下する場
合がある。一方、アナタース型酸化チタンは紫外線による光触媒活性がルチル型酸化チタ
ンより高いため耐光性が劣る（変色しやすい）が、、アナタース型酸化チタンを着色剤と
して用いた場合に紫外線による光触媒作用によって結着樹脂の残留モノマー若しくは二重
結合での重合反応が起こり結着樹脂の劣化が防止される。そのため、画像保管性の低下を
抑制できる。着色剤としてルチル型酸化チタンとアナタース型酸化チタンとを併用するこ
とで、変色による画像保管性の低下を抑制できるトナーが得られるようになる。
【００３３】
　本実施形態のトナーは、着色剤と結着樹脂と必要に応じて離型剤等のその他の成分とを
含有する。以下、本実施形態のトナーを構成する各成分について説明する。
【００３４】
（結着樹脂）
　本実施形態のトナーは結着樹脂を含む。結着樹脂の種類は特に限定されるものではなく
、公知の結晶性樹脂や非晶性樹脂を用いてもよい。結晶性樹脂と非晶性樹脂とを併用して
もよい。
【００３５】
－結晶性樹脂－
　結晶性樹脂としては、結晶性ポリエステル樹脂、ポリアルキレン樹脂、長鎖アルキル（
メタ）アクリレート樹脂等が挙げられるが、加熱による粘度の急激な変化がより現れる点
、さらに機械的強度と低温定着性との両立の観点から、結晶性ポリエステル樹脂を用いる
ことが望ましい。
　なお、本実施形態において低温定着とは、トナーを１２０℃程度以下で加熱して定着さ
せることをいう。
【００３６】
　ここで、前記結晶性樹脂における『結晶性』とは、示差走査熱量測定（ＤＳＣ）におい
て、階段状の吸熱量変化ではなく、明確な吸熱ピークを有することを指し、具体的には、
昇温速度１０（℃／ｍｉｎ）で測定した際の吸熱ピークの半値幅が１０（℃）以内である
ことを意味する。一方、半値幅が１０℃を超える樹脂や、明確な吸熱ピークが認められな
い樹脂は、非晶性樹脂（無定形高分子）を意味する。
【００３７】
　また、結晶性樹脂を構成する重合性単量体成分としては、結晶構造を容易に形成するた
め、芳香族成分を有する重合性単量体よりも直鎖状脂肪族成分を有する重合性単量体が望
ましい。さらに結晶性を損なわないために、構成される重合性単量体由来成分は、重合体
中で単一種で各々３０ｍｏｌ％以上であることが望ましい。特にポリエステル樹脂などに
おいて２種以上の重合性単量体類が必須で構成される際には、各必須構成重合性単量体種
において同上の構成であることが望ましい。
【００３８】
　以下、結晶性樹脂を代表して結晶性ポリエステル樹脂を中心に説明する。
　本実施形態で用いる結晶性ポリエステル樹脂の融解温度は保管性と低温定着性から、５
０℃以上１００℃以下の範囲にあることが望ましく、５５℃以上９０℃以下の範囲にある
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ことがより望ましく、６０℃以上８５℃以下の範囲にあることがさらに望ましい。融解温
度が５０℃を上回れば、保管トナーにブロックキングが生じるなどのトナー保管性や、定
着後の定着画像の保管性が困難となることがない。また、融解温度が１００℃以下であれ
ば十分な低温定着性が得られる。
　なお、上記結晶性ポリエステル樹脂の融解温度は、前記の示差走査熱量測定（ＤＳＣ）
により得られた吸熱ピークのピーク温度として求めた。
【００３９】
　本実施形態において「結晶性ポリエステル樹脂」は、その構成成分が１００％ポリエス
テル構造であるポリマー以外にも、ポリエステルを構成する成分と他の成分とを共に重合
してなるポリマー（共重合体）も意味する。但し、後者の場合には、ポリマー（共重合体
）を構成するポリエステル以外の他の構成成分が５０質量％以下である。
【００４０】
　本実施形態のトナー粒子に用いられる結晶性ポリエステル樹脂は、例えば多価カルボン
酸成分と多価アルコール成分とから合成される。なお、本実施形態においては、前記結晶
性ポリエステル樹脂として市販品を使用してもよいし、合成したものを使用してもよい。
【００４１】
　多価カルボン酸成分としては、例えば、シュウ酸、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸
、スペリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、１，９－ノナンジカルボン酸、１，１０－デ
カンジカルボン酸、１，１２－ドデカンジカルボン酸、１，１４－テトラデカンジカルボ
ン酸、１，１８－オクタデカンジカルボン酸等の脂肪族ジカルボン酸；フタル酸、イソフ
タル酸、テレフタル酸、ナフタレン－２，６－ジカルボン酸、マロン酸、メサコニン酸等
の二塩基酸等の芳香族ジカルボン酸；などが挙げられ、さらに、これらの無水物やこれら
の低級アルキルエステルも挙げられるがこの限りではない。
【００４２】
　３価以上のカルボン酸としては、例えば、１，２，３－ベンゼントリカルボン酸、１，
２，４－ベンゼントリカルボン酸、１，２，４－ナフタレントリカルボン酸等の特定の芳
香族カルボン酸、及びこれらの無水物やこれらの低級アルキルエステルなどが挙げられる
。これらは１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００４３】
　また、酸成分としては、前記脂肪族ジカルボン酸や芳香族ジカルボン酸の他に、スルホ
ン酸基を持つジカルボン酸成分が含まれていてもよい。
【００４４】
　多価アルコール成分としては、脂肪族ジオールが好ましく、主鎖部分の炭素数が７以上
２０以下である直鎖型脂肪族ジオールがより望ましい。脂肪族ジオールが直鎖型であれば
、ポリエステル樹脂の結晶性が向上し、融解温度が上昇することがある。また、主鎖部分
の炭素数が７以上であると、芳香族ジカルボン酸と縮重合させる場合、融解温度が低くな
り、低温定着が容易となる。一方、主鎖部分の炭素数が２０以下であれば実用上の材料の
入手が容易となり易い。主鎖部分の炭素数としては１４以下であることがより望ましい。
【００４５】
　本実施形態のトナー粒子に用いられる結晶性ポリエステルの合成に好適に用いられる脂
肪族ジオールとしては、具体的には、例えば、エチレングリコール、１，３－プロパンジ
オール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオー
ル、１，７－ヘプタンジオール、１，８－オクタンジオール、１，９－ノナンジオール、
１，１０－デカンジオール、１，１１－ウンデカンジオール、１，１２－ドデカンジオー
ル、１，１３－トリデカンジオール、１，１４－テトラデカンジオール、１，１８－オク
タデカンジオール、１，１４－エイコサンデカンジオールなどが挙げられるが、これらに
限定されるものではない。これらのうち、入手容易性を考慮すると１，８－オクタンジオ
ール、１，９－ノナンジオール、１，１０－デカンジオールが望ましい。
【００４６】
　３価以上のアルコールとしては、例えば、グリセリン、トリメチロールエタン、トリメ
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チロールプロパン、ペンタエリスリトールなどが挙げられる。これらは１種単独で使用し
てもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００４７】
　多価アルコール成分のうち、前記脂肪族ジオールの含有量が８０モル％以上であること
が好ましく、より望ましくは９０モル％以上である。脂肪族ジオールの含有量が８０モル
％以上であれば、ポリエステル樹脂の結晶性が向上し、融解温度が上昇する為、耐トナー
ブロッキング性、及び画像保存性が向上する。
【００４８】
　なお、必要に応じて酸価や水酸基価の調製等の目的で、多価カルボン酸や多価アルコー
ルを合成の最終段階で添加してもよい。多価カルボン酸の例としては、テレフタル酸、イ
ソフタル酸、無水フタル酸、無水トリメリット酸、ピロメリット酸、ナフタレンジカルボ
ン酸、などの芳香族カルボン酸類；無水マレイン酸、フマル酸、コハク酸、アルケニル無
水コハク酸、アジピン酸などの脂肪族カルボン酸類；シクロヘキサンジカルボン酸などの
脂環式カルボン酸類；１，２，４－ベンゼントリカルボン酸、１，２，５－ベンゼントリ
カルボン酸、１，２，４－ナフタレントリカルボン酸等の一分子中に少なくとも３つのカ
ルボキシル基を有する芳香族カルボン酸等が挙げられる。
【００４９】
　多価アルコールの例としては、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチ
レングリコール、プロピレングリコール、ブタンジオール、ヘキサンジオール、ネオペン
チルグリコール、グリセリンなどの脂肪族ジオール類；シクロヘキサンジオール、シクロ
ヘキサンジメタノール、水添ビスフェノールＡなどの脂環式ジオール類；ビスフェノール
Ａのエチレンオキサイド付加物、ビスフェノールＡのプロピレンオキサイド付加物などの
芳香族ジオール類等が挙げられる。
【００５０】
　前記結晶性ポリエステル樹脂の製造は、重合温度を１８０℃以上２３０℃以下として行
うことができ、必要に応じて反応系内を減圧にし、縮合の際に発生する水やアルコールを
除去しながら反応させる。
　重合性単量体が、反応温度下で溶解または相溶しない場合は、高沸点の溶剤を溶解補助
剤として加え溶解させてもよい。重縮合反応においては、溶解補助溶剤を留去しながら行
う。共重合反応において相溶性の悪い重合性単量体が存在する場合は、あらかじめ相溶性
の悪い重合性単量体とその重合性単量体と重縮合予定の酸またはアルコールとを縮合させ
ておいてから主成分と共に重縮合させるとよい。
【００５１】
　本実施形態に用いる結晶性ポリエステル樹脂の酸価（樹脂１ｇを中和するのに必要なＫ
ＯＨのｍｇ数）は、３．０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上３０．０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の範囲である
ことが望ましく、６．０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上２５．０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の範囲にあるこ
とがより望ましく、８．０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上２０．０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の範囲にある
ことがさらに望ましい。なお、本実施形態において、酸価の測定は、ＪＩＳ Ｋ－００７
０－１９９２に準ずる。
【００５２】
　酸価が３．０ｍｇＫＯＨ／ｇよりも高いと水中への分散性が向上するため、湿式製法で
の乳化粒子の作製が容易となる。また凝集の際における乳化粒子としての安定性が向上す
るため、効率的なトナーの作製が容易になる。一方、酸価が３０．０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下
であれば、トナーとしての吸湿性が増すことがなく、トナーとしての環境影響を受けにく
くなる。
【００５３】
　また、結晶性ポリエステル樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）は、６，０００以上３５，０
００以下であることが望ましい。分子量（Ｍｗ）が、６，０００以上であると、定着の際
にトナーが紙等の記録媒体の表面へしみ込んで定着ムラを生じたり、定着画像の折り曲げ
耐性に対する強度が低下することがない。また、重量平均分子量（Ｍｗ）が３５，０００
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以下であれば、溶融時の粘度が高くなりすぎないため定着に適当な粘度まで至るための温
度が高くなることがなく、結果として低温定着性が得られる。
【００５４】
　上記重量平均分子量は、ゲルパーミュエーションクロマトグラフィ（ＧＰＣ）により測
定される。ＧＰＣによる分子量測定は、測定装置として東ソー製ＧＰＣ・ＨＬＣ－８１２
０を用い、東ソー製カラム・ＴＳＫｇｅｌ　ＳｕｐｅｒＨＭ－Ｍ（１５ｃｍ）を使用し、
ＴＨＦ溶媒で行った。重量平均分子量は、この測定結果から単分散ポリスチレン標準試料
により作成した分子量校正曲線を使用して算出したものである。
【００５５】
　トナー粒子中の結晶性樹脂の含有量は、３質量％以上４０質量％以下の範囲であること
が望ましく、より望ましく４質量％以上３５質量％以下の範囲であり、さらに望ましくは
５質量％以上３０質量％以下の範囲である。
【００５６】
　以上の結晶性ポリエステル樹脂を含む結晶性樹脂は、脂肪族重合性単量体を用いて合成
された結晶性ポリエステル樹脂（以下、「結晶性脂肪族ポリエステル樹脂」という場合が
ある）を主成分（５０質量％以上）とすることが望ましい。さらにこの場合、前記結晶性
脂肪族ポリエステル樹脂を構成する脂肪族重合性単量体の構成比は、６０ｍｏｌ％以上で
あることが望ましく、９０ｍｏｌ％以上であることがより望ましい。なお、脂肪族重合性
単量体としては、前述の脂肪族のジオール類やジカルボン酸類が好適に用いられる。
【００５７】
－非晶性樹脂－
　本実施形態における非晶性樹脂としては、スチレン／アクリル系樹脂、エポキシ樹脂、
ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリアミド樹脂、セルロース樹脂、ポリエーテル
樹脂、ポリオレフィン樹脂、等公知の樹脂材料を用いてもよいが、非晶性ポリエステル樹
脂が特に望ましい。
【００５８】
　非晶性ポリエステル樹脂を用いることで、前記結晶性ポリエステル樹脂との相溶性が向
上するため、結晶性ポリエステル樹脂の融解温度における低粘度化に伴い、非晶性ポリエ
ステル樹脂も低粘度化し、トナーとしてのシャープメルト性（鋭敏な溶融特性）が得られ
るために、低温定着性に有利である。また結晶性ポリエステル樹脂との濡れ性が良好なこ
とから、結晶性ポリエステル樹脂のトナー内部への分散性が向上し、結晶性ポリエステル
樹脂のトナー表面への露出を抑制するため、帯電性への悪影響が抑制される。またこの理
由により、トナーの強度や定着画像の強度向上の観点でも望ましい。
【００５９】
　以下、本実施形態における非晶性樹脂を代表して非晶性ポリエステル樹脂を中心に説明
する。
　本実施形態において望ましく用いられる非晶性ポリエステル樹脂としては、例えば多価
カルボン酸類と多価アルコール類との縮重合により得られるものである。
　多価カルボン酸の例としては、テレフタル酸、イソフタル酸、無水フタル酸、無水トリ
メリット酸、ピロメリット酸、ナフタレンジカルボン酸、などの芳香族カルボン酸類；無
水マレイン酸、フマル酸、コハク酸、アルケニル無水コハク酸、アジピン酸などの脂肪族
カルボン酸類；シクロヘキサンジカルボン酸などの脂環式カルボン酸類；が挙げられ、こ
れらの多価カルボン酸を１種又は２種以上用いてもよい。これら多価カルボン酸の中でも
、芳香族カルボン酸を用いることが望ましく、また良好なる定着性を確保するためには架
橋構造あるいは分岐構造をとることが望ましく、そのためにジカルボン酸とともに３価以
上のカルボン酸（トリメリット酸やその酸無水物等）を併用することが望ましい。
【００６０】
　前記非晶性ポリエステル樹脂における多価アルコールの例としては、エチレングリコー
ル、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、プロピレングリコール、ブタンジ
オール、ヘキサンジオール、ネオペンチルグリコール、グリセリン、などの脂肪族ジオー
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ル類；シクロヘキサンジオール、シクロヘキサンジメタノール、水添ビスフェノールＡな
どの脂環式ジオール類；ビスフェノールＡのエチレンオキサイド付加物、ビスフェノール
Ａのプロピレンオキサイド付加物などの芳香族ジオール類が挙げられる。これら多価アル
コールを１種又は２種以上用いてもよい。これら多価アルコールの中でも、芳香族ジオー
ル類、脂環式ジオール類が好ましく、このうち芳香族ジオールがより望ましい。また、よ
り良好なる定着性を確保するためには架橋構造あるいは分岐構造をとることが望ましく、
そのためにジオールとともに３価以上の多価アルコール（グリセリン、トリメチロールプ
ロパン、ペンタエリスリトール）を併用してもよい。
【００６１】
　本実施形態においては、非晶性ポリエステル樹脂の構成成分としてアルケニルコハク酸
又はその無水物を含むことが望ましい。構成成分としてアルケニルコハク酸又はその無水
物を含む非晶性ポリエステル樹脂を用いることにより、結晶性樹脂との相溶性が向上し、
良好な低温定着性が得られる。アルケニルコハク酸としては、ドデセニルコハク酸やオク
チルコハク酸等が用いられる。
【００６２】
　前記非晶性ポリエステル樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）は５０℃以上８０℃以下の範囲
であることが望ましい。Ｔｇが５０℃以上であれば、トナーの保存性や定着画像の保存性
が向上する。また８０℃以下であれば、従来に比べ低温で定着することができるようにな
る。
　非晶性ポリエステル樹脂のＴｇは５０℃以上６５℃以下であることがより望ましい。
　なお、上記非晶性ポリエステル樹脂のガラス転移温度は、前記の示差走査熱量測定（Ｄ
ＳＣ）により得られた吸熱ピークのピーク温度として求めた。
【００６３】
　トナー粒子中の非晶性樹脂の含有量は、４０質量％以上９５質量％以下の範囲であるこ
とが望ましく、より望ましく５０質量％以上９０質量％以下の範囲であり、さらに望まし
くは６０質量％以上８５質量％以下の範囲である。
【００６４】
　なお、上記非晶性ポリエステル樹脂の製造は、前記結晶性ポリエステル樹脂の場合に準
じて行ってもよい。
　以上、本実施形態における結晶性樹脂、非晶性樹脂について、結晶性ポリエステル樹脂
、非晶性ポリエステル樹脂により説明したが、前記のポリエステル樹脂の製造以外の内容
は、本実施形態における他の結晶性樹脂、非晶性樹脂について適用されてもよい。
【００６５】
　また、非晶性ポリエステル樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）は、３０，０００以上８０，
０００以下であることが望ましい。分子量（Ｍｗ）が、３０，０００以上８０，０００以
下であれば、トナーの形状が制御され、形状のポテト化が実現される。更に、高温オフセ
ット耐性が得られる。
　非晶性ポリエステル樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）は、３５，０００以上８０，０００
以下がさらに望ましく、４０，０００以上８０，０００以下が特に望ましい。
【００６６】
　本実施形態においては、結着樹脂として結晶性ポリエステル樹脂及び非晶性ポリエステ
ル樹脂を併用することが望ましい。
【００６７】
（着色剤）
　本実施形態のトナーは着色剤を含む。着色剤として、ルチル型酸化チタンとアナタース
型酸化チタンとが併用される。
　ルチル型酸化チタンとアナタース型酸化チタンとの比率（質量基準）は、９０：１０乃
至５０：５０であることが望ましく、８０：２０乃至６０：４０であることがさらに望ま
しい。ルチル型酸化チタンとアナタース型酸化チタンとの比率が９０：１０乃至５０：５
０であれば、変色による画像保管性の低下がさらに抑制される。
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【００６８】
　本実施形態で使用される酸化チタンの体積平均粒子径は、１００ｎｍ以上４００ｎｍ以
下が望ましく、２００ｎｍ以上３００ｎｍ以下がさらに望ましい。本実施形態において、
酸化チタンの体積平均粒子径は下記方法により得られた値をいう。
　まず、マイクロトラック（日機装社製）等の測定器を用いて測定されたトナーの粒度分
布を分割された粒度範囲（チャンネル）に対し、個々のトナー粒子の体積について小径側
から累積分布を描き、累積５０％となる粒径を、体積平均粒子径Ｄ50vと定義する。　　
　　　
【００６９】
　本実施形態においては、表面処理を施した酸化チタンを使用してもよい。表面処理とし
ては、Ａｌ2Ｏ3、ＳｉＯ２、ＺｒＯ２などの含水酸化物を表面処理したものや、少量のＡ
ｌ、Ｚｎなどの異種金属を酸化チタン結晶格子にドープしたものが挙げられる。さらに前
記表面処理をしたものにカップリング剤等の処理を行ってもよい。表面処理剤としては特
に制限はないが、例えば、シランカップリング剤等が挙げられる。表面処理剤は、一種単
独で使用してもよいし、二種以上を併用してもよい。表面処理は、表面処理剤に酸化チタ
ンを浸漬等することにより行う。
【００７０】
　前記シランカップリング剤としては、例えばクロロシラン、アルコキシシラン、シラザ
ン、特殊シリル化剤等が挙げられる。シランカップリング剤としてさらに具体的には、例
えば、メチルトリクロロシラン、ジメチルジクロロシラン、トリメチルクロロシラン、フ
ェニルトリクロロシラン、ジフェニルジクロロシラン、テトラメトキシシラン、メチルト
リメトキシシラン、ジメチルジメトキシシラン、フェニルトリメトキシシラン、ジフェニ
ルジメトキシシラン、テトラエトキシシラン、メチルトリエトキシシラン、ジメチルジエ
トキシシラン、フェニルトリエトキシシラン、ジフェニルジエトキシシラン、イソブチル
トリエトキシシラン、デシルトリメトキシシラン、ヘキサメチルジシラザン、Ｎ，Ｏ－（
ビストリメチルシリル）アセトアミド、Ｎ，Ｎ－（トリメチルシリル）ウレア、ｔｅｒｔ
－ブチルジメチルクロロシラン、ビニルトリクロロシラン、ビニルトリメトキシシラン、
ビニルトリエトキシシラン、γ－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、β－（３
、４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピル
トリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルメチルジエトキシシラン、γ－メルカプ
トプロピルトリメトキシシラン、γ－クロロプロピルトリメトキシシラン等が挙げられる
。
【００７１】
　本実施形態のトナーにおける着色剤の含有量としては、３０質量％以上６０質量％以下
が望ましく、４０質量％以上５０質量％以下がさらに望ましい。着色剤の含有量が３０質
量％以上６０質量％以下であれば、変色による画像保管性の低下がさらに抑制される。
【００７２】
　本実施形態においては、ルチル型酸化チタン及びアナタース型酸化チタン以外のその他
の着色剤を併用してもよい。その他の着色剤としては、例えば、アンチモン白、硫化亜鉛
、酸化ケイ素、中空ポリマー、中空シリカ等が挙げられる。ここで、本実施形態において
、全着色剤に占めるルチル型酸化チタンとアナタース型酸化チタンとの合計量の割合は、
８０質量％以上１００質量％以下とされる。
【００７３】
　本実施形態において、トナー中にルチル型酸化チタンとアナタース型酸化チタンとが含
まれていることの確認方法は、ラマン分光装置を用いる方法である。
【００７４】
（離型剤）
　本実施形態のトナーは離型剤を含んでもよい。離型剤としては、例えば、低分子量ポリ
プロピレン、低分子量ポリエチレン等のパラフィンワックス；シリコーン樹脂；ロジン類
；ライスワックス；カルナバワックス；等が挙げられる。これらの離型剤の融解温度は、
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５０℃以上１００℃以下が望ましく、６０℃以上９５℃以下がより望ましい。離型剤のト
ナー粒子中の含有量は０．５質量％以上１５質量％以下が望ましく、１．０質量％以上１
２質量％以下がより望ましい。離型剤の含有量が０．５質量％以上であれば、特にオイル
レス定着において剥離不良となることがない。離型剤の含有量が１５質量％以下であれば
、トナーの流動性が向上する等、画質および画像形成の信頼性が向上する。
【００７５】
（その他の添加剤）
　本実施形態のトナーは、上記成分以外にも、更に必要に応じて内添剤、帯電制御剤、無
機粉体（無機粒子）、有機粒子等の種々の成分を含んでもよい。
　内添剤としては、例えば、フェライト、マグネタイト、還元鉄、コバルト、ニッケル、
マンガン等の金属、合金、またはこれら金属を含む化合物などの磁性体等が挙げられる。
【００７６】
　無機粒子としては、種々の目的のために添加されるが、トナーにおける粘弾性調整のた
めに添加されてもよい。この粘弾性調整により、画像光沢度や紙への染み込みが調整され
る。無機粒子としては、シリカ粒子、アルミナ粒子、酸化セリウム粒子、あるいはこれら
の表面を疎水化処理した物等、公知の無機粒子を単独または２種以上を組み合わせて使用
してもよいが、発色性やＯＨＰ透過性等透明性を損なわないという観点から、屈折率が結
着樹脂よりも小さいシリカ粒子が望ましく用いられる。また、シリカ粒子は種々の表面処
理を施されてもよく、例えばシラン系カップリング剤、チタン系カップリング剤、シリコ
ーンオイル等で表面処理したものが望ましく用いられる。
【００７７】
（トナーの特性）
　本実施形態におけるトナーの体積平均粒子径は４μｍ以上９μｍ以下の範囲であること
が望ましく、より望ましくは４．５μｍ以上８．５μｍ以下の範囲であり、さらに望まし
くは５μｍ以上８μｍ以下の範囲である。体積平均粒子径が４μｍ以上であれば、トナー
流動性が向上し、各粒子の帯電性が向上しやすい。また、帯電分布が広がらないため、背
景へのかぶりや現像器からのトナーこぼれ等が生じにくくなる。また４μｍ以上であれば
、クリーニング性が困難となることがない。体積平均粒子径が９μｍ以下であれば、解像
度が向上するため、十分な画質が得られ、近年の高画質要求を満たすことが可能となる。
【００７８】
　なお、上記体積平均粒子径の測定は、コールターマルチサイザー（コールター社製）を
用いて、５０μｍのアパーチャー径で行われる。この際、測定はトナーを電解質水溶液（
アイソトン水溶液）に分散させ、超音波により３０秒以上分散させた後に行った。
【００７９】
　さらに、本実施形態のトナーは、形状係数ＳＦ１が１１０以上１４０以下の範囲の球状
形状であることが好ましい。形状がこの範囲の球状であることにより、転写効率、画像の
緻密性が向上し、高画質な画像が形成される。
　上記形状係数ＳＦ１は１１０以上１３０以下の範囲であることがより好ましい。
【００８０】
　ここで上記形状係数ＳＦ１は、下記式（１）により求められる。
　　ＳＦ１＝（ＭＬ２／Ａ）×（π／４）×１００　　・・・　　式（１）
上記式（１）中、ＭＬはトナーの絶対最大長、Ａはトナーの投影面積を各々示す。
【００８１】
　前記ＳＦ１は、主に顕微鏡画像または走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）画像を画像解析装置
を用いて解析することによって数値化され、例えば、以下のようにして算出される。すな
わち、スライドガラス表面に散布した粒子の光学顕微鏡像をビデオカメラを通じてルーゼ
ックス画像解析装置に取り込み、１００個の粒子の最大長と投影面積を求め、上記式（１
）によって計算し、その平均値を求めることにより得られる。
【００８２】
＜トナーの製造方法＞
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　本実施形態のトナーは、トナー粒子を製造後、トナー粒子に対して外添剤を添加するこ
とで作成してもよい。
　トナー粒子の製造方法は特に限定されず、公知である混練・粉砕製法等の乾式法や、乳
化凝集法や懸濁重合法等の湿式法等によって作製される。
　混練・粉砕製法は、結着樹脂を始めとする各材料を混合した後、ニーダー、押し出し機
などを用いて上記材料を溶融混練して、得られた溶融混錬物を粗粉砕した後、ジェットミ
ル等で粉砕し、風力分級機により、目的とする粒径のトナー粒子を得る方法である。
　これらの方法の中でも、トナー粒子の形状やトナー粒子の粒子径を制御しやすく、コア
シェル構造などトナー粒子構造の制御範囲も広い乳化凝集法が望ましい。以下、乳化凝集
法によるトナー粒子の製造方法について詳しく説明する。
【００８３】
　本実施形態の乳化凝集法はトナー粒子を構成する原料を乳化して樹脂粒子（乳化粒子）
等を形成する乳化工程と、該樹脂粒子等の凝集体を形成する凝集工程と、凝集体を融合さ
せる融合工程とを有する。
【００８４】
（乳化工程）
　樹脂粒子分散液の作製は一般的な重合法による樹脂粒子分散液作成、例えば乳化重合法
や懸濁重合法、分散重合法などを用いる他にも、水系媒体と結着樹脂とを混合した溶液に
、分散機により剪断力を与えることにより乳化して行ってもよい。その際、加熱して樹脂
成分の粘性を下げて粒子を形成してもよい。また分散した樹脂粒子の安定化のため、分散
剤を使用してもよい。さらに、樹脂が油性で水への溶解度の比較的低い溶剤に溶解するも
のであれば、該樹脂をそれらの溶剤に解かして水中に分散剤や高分子電解質と共に粒子分
散し、その後加熱又は減圧して溶剤を蒸散することにより、樹脂粒子分散液が作製される
。
【００８５】
　水系媒体としては、例えば、蒸留水、イオン交換水等の水；アルコール類；などが挙げ
られるが、水のみであることが望ましい。
　また、乳化工程に使用される分散剤としては、例えば、ポリビニルアルコール、メチル
セルロース、エチルセルロース、ヒドロキシエチルセルロース、カルボキシメチルセルロ
ース、ポリアクリル酸ナトリウム、ポリメタクリル酸ナトリウム等の水溶性高分子；ドデ
シルベンゼンスルホン酸ナトリウム、オクタデシル硫酸ナトリウム、オレイン酸ナトリウ
ム、ラウリル酸ナトリウム、ステアリン酸カリウム等のアニオン性界面活性剤、ラウリル
アミンアセテート、ステアリルアミンアセテート、ラウリルトリメチルアンモニウムクロ
ライド等のカチオン性界面活性剤、ラウリルジメチルアミンオキサイド等の両性イオン性
界面活性剤、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルフェニ
ルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルアミン等のノニオン性界面活性剤等の界面活性
剤；リン酸三カルシウム、水酸化アルミニウム、硫酸カルシウム、炭酸カルシウム、炭酸
バリウム等の無機塩；等が挙げられる。
【００８６】
　前記乳化液の作製に用いる分散機としては、例えば、ホモジナイザー、ホモミキサー、
加圧ニーダー、エクストルーダー、メディア分散機等が挙げられる。樹脂粒子の大きさと
しては、その平均粒子径（体積平均粒子径）は１．０μｍ以下が望ましく、６０ｎｍ以上
３００ｎｍ以下の範囲であることがより望ましく、さらに望ましくは１５０ｎｍ以上２５
０ｎｍ以下の範囲である。６０ｎｍ以上では、樹脂粒子が分散液中で不安定な粒子となり
やすいため、該樹脂粒子の凝集が容易となる場合がある。また１．０μｍ以下であると、
トナーの粒子径分布が狭くなる場合がある。
【００８７】
　離型剤分散液の調製に際しては、離型剤を、水中にイオン性界面活性剤や高分子酸や高
分子塩基などの高分子電解質と共に分散した後、離型剤の融解温度以上の温度に加熱する
と共に、強いせん断力が付与されるホモジナイザーや圧力吐出型分散機を用いて分散処理
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する。このような処理を経ることにより、離型剤分散液が得られる。分散処理の際、ポリ
塩化アルミニウム等の無機化合物を分散液に添加してもよい。望ましい無機化合物として
は、例えば、ポリ塩化アルミニウム、硫酸アルミニウム、高塩基性ポリ塩化アルミニウム
（ＢＡＣ）、ポリ水酸化アルミニウム、塩化アルミニウム等が挙げられる。これらの中で
も、ポリ塩化アルミニウム、硫酸アルミニウム等が望ましい。上記離型剤分散液は乳化凝
集法に用いられるが、トナーを懸濁重合法により製造する際にも上記離型剤分散液を用い
てもよい。
【００８８】
　分散処理により、体積平均粒子径が１μｍ以下の離型剤粒子を含む離型剤分散液が得ら
れる。なお、より望ましい離型剤粒子の体積平均粒子径は、１００ｎｍ以上５００ｎｍ以
下である。
　体積平均粒子径が１００ｎｍ以上では、使用される結着樹脂の特性にも影響されるが、
一般的に離型剤成分がトナー中に取り込まれやすくなる。また、５００ｎｍ以下の場合に
は、トナー中の離型剤の分散状態が充分となる。
【００８９】
　着色剤分散液の調製は、公知の分散方法が利用でき、例えば回転せん断型ホモジナイザ
ーや、メディアを有するボールミル、サンドミル、ダイノミル、アルティマイザーなどの
一般的な分散手段を採用することができ、なんら制限されるものではない。着色剤は、水
中にイオン性界面活性剤や高分子酸や高分子塩基などの高分子電解質と共に分散される。
分散させた着色剤粒子の体積平均粒子径は１μｍ以下であればよいが、８０ｎｍ以上５０
０ｎｍ以下の範囲であれば、凝集性を損なうことなく且つトナー中の着色剤の分散が良好
で望ましい。
【００９０】
（凝集工程）
　凝集工程においては、樹脂粒子の分散液、着色剤分散液、離型剤分散液等を混合して混
合液とし、樹脂粒子のガラス転移温度以下の温度で加熱して凝集させ、凝集粒子を形成す
る。凝集粒子の形成は、攪拌下、混合液のｐＨを酸性にすることによってなされる場合が
多い。ｐＨとしては、２以上７以下の範囲が望ましく、この際、凝集剤を使用することも
有効である。
　なお、凝集工程において、離型剤分散液は、樹脂粒子分散液等の各種分散液とともに一
度に添加・混合してもよいし、複数回に分割して添加しても良い。
【００９１】
　凝集剤としては、前記分散剤に用いる界面活性剤と逆極性の界面活性剤、無機金属塩の
他、２価以上の金属錯体が好適に用いられる。特に、金属錯体を用いた場合には界面活性
剤の使用量を低減でき、帯電特性が向上するため特に望ましい。
【００９２】
　前記無機金属塩としては、特に、アルミニウム塩およびその重合体が好適である。より
狭い粒度分布を得るためには、無機金属塩の価数が１価より２価、２価より３価、３価よ
り４価の方が、また、同じ価数であっても重合タイプの無機金属塩重合体の方が、より適
している。
　本実施形態においては、アルミニウムを含む４価の無機金属塩の重合体を用いることが
、狭い粒度分布を得るためには望ましい。
【００９３】
　また、前記凝集粒子が所望の粒子径になったところで樹脂粒子分散液を追添加すること
で（被覆工程）、コア凝集粒子の表面を樹脂で被覆した構成のトナーを作製してもよい。
この場合、離型剤や着色剤がトナー表面に露出しにくくなるため、帯電性や現像性の観点
で望ましい構成である。追添加する場合、追添加前に凝集剤を添加したり、ｐＨ調整を行
ってもよい。
【００９４】
（融合工程）
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　融合工程においては、前記凝集工程に準じた攪拌条件下で、凝集粒子の懸濁液のｐＨを
３以上９以下の範囲に上昇させることにより凝集の進行を止め、前記樹脂のガラス転移温
度以上の温度で加熱を行うことにより凝集粒子を融合させる。また、前記樹脂で被覆した
場合には、該樹脂も融合しコア凝集粒子を被覆する。前記加熱の時間としては、融合がさ
れる程度行えばよく、０．５時間以上１０時間以下程度行えばよい。
【００９５】
　融合後に冷却し、融合粒子を得る。また冷却の工程で、樹脂のガラス転移温度近傍（ガ
ラス転移温度±１０℃の範囲）で冷却速度を落とす、いわゆる徐冷をすることで結晶化を
促進してもよい。
　融合して得た融合粒子は、ろ過などの固液分離工程や、必要に応じて洗浄工程、乾燥工
程を経てトナー粒子とされる。
【００９６】
　得られたトナー粒子には、帯電調整、流動性付与、電荷交換性付与等を目的として、シ
リカ、チタニア、酸化アルミに代表される無機酸化物等を外添剤として添加付着される。
これらは、例えばＶ型ブレンダーやヘンシェルミキサー、レディゲミキサー等によって行
うことができ、段階を分けて付着させてもよい。外添剤の添加量は、トナー粒子１００質
量部に対して、０．１質量部以上５質量部以下の範囲が好ましく、０．３質量部以上２質
量部以下の範囲がより好ましい。
　更に必要に応じ、超音波篩分機、振動篩分機、風力篩分機などを使って、トナーの粗大
粒子を外添後取り除いてもよい。
【００９７】
　また、上述した外添剤以外にも、帯電制御剤、有機粒体、滑剤、研磨剤などのその他の
成分（粒子）を添加させてもよい。
【００９８】
　帯電制御剤としては、特に制限はないが、無色または淡色のものが好ましく使用される
。例えば、４級アンモニウム塩化合物、ニグロシン系化合物、アルミニウム、鉄、クロム
などの錯体、トリフェニルメタン系顔料などが挙げられる。
【００９９】
　有機粒体としては、例えば、ビニル系樹脂、ポリエステル樹脂、シリコーン樹脂等の通
常トナー表面の外添剤として使用される粒子が挙げられる。なお、これらの無機粒体や有
機粒体は、流動性助剤、クリーニング助剤等として使用される。
　滑剤としては、例えば、エチレンビスステアリル酸アミド、オレイン酸アミド等の脂肪
酸アミド、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸カルシウムなどの脂肪酸金属塩等が挙げられ
る。
　研磨剤としては、例えば、前述のシリカ、アルミナ、酸化セリウムなどが挙げられる。
【０１００】
＜静電荷像現像用現像剤＞
　本実施形態の静電荷像現像用現像剤（以下、単に現像剤と称することがある）は、本実
施形態のトナーを少なくとも含むものである。
　本実施形態のトナーは、そのまま一成分現像剤として、あるいは二成分現像剤として用
いられる。二成分現像剤として用いる場合にはキャリアと混合して使用される。
【０１０１】
　二成分現像剤に使用し得るキャリアとしては、特に制限はなく、公知のキャリアが用い
られる。例えば酸化鉄、ニッケル、コバルト等の磁性金属、フェライト、マグネタイト等
の磁性酸化物や、これら芯材表面に樹脂被覆層を有する樹脂コートキャリア、磁性分散型
キャリア等が挙げられる。またマトリックス樹脂に導電材料などが分散された樹脂分散型
キャリアであってもよい。
【０１０２】
　キャリアに使用される被覆樹脂・マトリックス樹脂としては、ポリエチレン、ポリプロ
ピレン、ポリスチレン、ポリビニルアセテート、ポリビニルアルコール、ポリビニルブチ
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ラール、ポリ塩化ビニル、ポリビニルエーテル、ポリビニルケトン、塩化ビニル－酢酸ビ
ニル共重合体、スチレン－アクリル酸共重合体、オルガノシロキサン結合を含んで構成さ
れるストレートシリコーン樹脂またはその変性品、フッ素樹脂、ポリエステル、ポリカー
ボネート、フェノール樹脂、エポキシ樹脂等が例示されるが、これらに限定されるもので
はない。
【０１０３】
　導電材料としては、金、銀、銅といった金属やカーボンブラック、更に酸化チタン、酸
化亜鉛、硫酸バリウム、ホウ酸アルミニウム、チタン酸カリウム、酸化スズ、カーボンブ
ラック等が例示されるが、これらに限定されるものではない。
【０１０４】
　またキャリアの芯材としては、鉄、ニッケル、コバルト等の磁性金属、フェライト、マ
グネタイト等の磁性酸化物、ガラスビーズ等が挙げられるが、キャリアを磁気ブラシ法に
用いるためには、磁性材料であることが望ましい。キャリアの芯材の体積平均粒子径とし
ては、一般的には１０μｍ以上５００μｍ以下の範囲にあり、望ましくは３０μｍ以上１
００μｍ以下の範囲にある。
【０１０５】
　またキャリアの芯材の表面に樹脂被覆するには、前記被覆樹脂、および必要に応じて各
種添加剤を適当な溶媒に溶解した被覆層形成用溶液により被覆する方法等が挙げられる。
溶媒としては、特に限定されるものではなく、使用する被覆樹脂、塗布適性等を勘案して
選択すればよい。
【０１０６】
　具体的な樹脂被覆方法としては、キャリアの芯材を被覆層形成用溶液中に浸漬する浸漬
法、被覆層形成用溶液をキャリアの芯材表面に噴霧するスプレー法、キャリアの芯材を流
動エアーにより浮遊させた状態で被覆層形成用溶液を噴霧する流動床法、ニーダーコータ
ー中でキャリアの芯材と被覆層形成溶液とを混合し、溶剤を除去するニーダーコーター法
等が挙げられる。
【０１０７】
　前記二成分現像剤における、本実施形態のトナーと上記キャリアとの混合比（質量比）
は、トナー：キャリア＝１：１００乃至３０：１００程度の範囲が望ましく、３：１００
乃至２０：１００程度の範囲がより望ましい。
【０１０８】
＜トナーカートリッジ、プロセスカートリッジ及び画像形成装置＞
　本実施形態の画像形成装置は、潜像保持体と、前記潜像保持体表面を帯電する帯電手段
と、前記潜像保持体表面に静電荷像を形成する静電荷像形成手段と、前記静電荷像を本実
施形態の現像剤により現像してトナー像を形成する現像手段と、前記トナー像を記録媒体
に転写する転写手段と、前記記録媒体に前記トナー像を定着する定着手段と、を備えるも
のである。
【０１０９】
　本実施形態の画像形成装置は、例えば、潜像保持体上に保持された各トナー像を中間転
写体に順次一次転写を繰り返す画像形成装置や、各色毎の現像手段を備えた複数の潜像保
持体を中間転写体上に直列に配置したタンデム型画像形成装置等であってもよい。
【０１１０】
　なお、本実施形態の画像形成装置において、例えば、本実施形態の現像剤を収容した現
像手段を含む部分が画像形成装置に対して脱着するカートリッジ構造（プロセスカートリ
ッジ）であってもよく、また、現像手段に供給する補充用のトナーとして本実施形態のト
ナーを収容する部分が画像形成装置に対して脱着するカートリッジ構造（トナーカートリ
ッジ）であってもよい。
【０１１１】
　本実施形態の画像形成装置により、潜像保持体表面を帯電する帯電工程と、前記潜像保
持体表面に静電荷像を形成する静電荷像形成工程と、前記静電荷像を本実施形態の現像剤
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により現像してトナー像を形成する現像工程と、前記トナー像を記録媒体に転写する転写
工程と、前記記録媒体に前記トナー像を定着する定着工程と、を有する本実施形態の画像
形成方法が実施される。
【０１１２】
　以下に、図面を参照しながら本実施形態の画像形成装置について説明する。
　図１は、本実施形態の画像形成装置の一例を示す概略構成図である。本実施形態の画像
形成装置は、潜像保持体としての感光体が複数、即ち画像形成ユニット（画像形成手段）
が複数設けられたタンデム型の構成に係るものである。
【０１１３】
　本実施形態の画像形成装置は、図１に示すように、それぞれイエロー、マゼンタ、シア
ンそしてブラックの各色のトナー画像を形成する４つの画像形成ユニット５０Ｙ、５０Ｍ
、５０Ｃ、５０Ｋと、白色トナー画像を形成する画像形成ユニット５０Ｗが、間隔をおい
て並列的に（タンデム状に）配置されている。なお、各画像形成ユニットは、中間転写ベ
ルト３３の回転方向上流側から、画像形成ユニット５０Ｙ、５０Ｍ、５０Ｃ、５０Ｋ、５
０Ｗの順に配列されている。
　ここで、各画像形成ユニット５０Ｙ、５０Ｍ、５０Ｃ、５０Ｋ、５０Ｗは、収容されて
いる現像剤中のトナーの色を除き同様の構成を有しているため、ここではイエロー画像を
形成する画像形成ユニット５０Ｙについて代表して説明する。尚、画像形成ユニット５０
Ｙと同様の部分に、イエロー（Ｙ）の代わりに、マゼンタ（Ｍ）、シアン（Ｃ）、ブラッ
ク（Ｋ）、白色（Ｗ）を付した参照符号を付すことにより、各画像形成ユニット５０Ｍ、
５０Ｃ、５０Ｋ、５０Ｗの説明を省略する。
【０１１４】
　イエローの画像形成ユニット５０Ｙは、潜像保持体としての感光体１１Ｙを備えており
、この感光体１１Ｙは、図示の矢印Ａ方向に沿って図示しない駆動手段によって予め定め
られたプロセススピードで回転駆動されるようになっている。感光体１１Ｙとしては、例
えば、赤外領域に感度を持つ有機感光体が用いられる。
【０１１５】
　感光体１１Ｙの上部には、帯電ロール（帯電手段）１８Ｙが設けられており、帯電ロー
ル１８Ｙには、不図示の電源により予め定められた電圧が印加され、感光体１１Ｙの表面
が予め定められた電位に帯電される。
【０１１６】
　感光体１１Ｙの周囲には、帯電ロール１８Ｙよりも感光体１１Ｙの回転方向下流側に、
感光体１１Ｙの表面を露光して静電荷像を形成する露光装置（静電荷像形成手段）１９Ｙ
が配置されている。なお、ここでは露光装置１９Ｙとして、スペースの関係上、小型化が
実現されるＬＥＤアレイを用いているが、これに限定されるものではなく、他のレーザー
ビーム等による静電荷像形成手段を用いても勿論問題無い。
【０１１７】
　また、感光体１１Ｙの周囲には、露光装置１９Ｙよりも感光体１１Ｙの回転方向下流側
に、イエロー色の現像剤を保持する現像剤保持体を備える現像装置（現像手段）２０Ｙが
配置されており、感光体１１Ｙ表面に形成された静電荷像を、イエロー色のトナーによっ
て顕像化し、感光体１１Ｙ表面にトナー画像を形成する構成になっている。
【０１１８】
　感光体１１Ｙの下方には、感光体１１Ｙ表面に形成されたトナー画像を一次転写する中
間転写ベルト（一次転写手段）３３が、５つの感光体１１Ｙ，１１Ｍ，１１Ｃ，１１Ｋ、
１１Ｗの下方に渡るように配置されている。この中間転写ベルト３３は、一次転写ロール
１７Ｙによって感光体１１Ｙの表面に押し付けられている。また、中間転写ベルト３３は
、駆動ロール１２、支持ロール１３及びバイアスロール１４の３つのロールによって張架
され、感光体１１Ｙのプロセススピードと等しい移動速度で、矢印Ｂ方向に周動されるよ
うになっている。中間転写ベルト３３表面には、イエローのトナー画像が一次転写され、
更にマゼンタ、シアン、ブラック、及びホワイト（白色）の各色のトナー画像が順次一次
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転写され、積層される。
【０１１９】
　また、感光体１１Ｙの周囲には、一次転写ロール１７Ｙよりも感光体１１Ｙの回転方向
（矢印Ａ方向）下流側に、感光体１１Ｙの表面に残留したトナーやリトランスファーした
トナーを清掃するためのクリーニング装置１５Ｙが配置されている。クリーニング装置１
５Ｙにおけるクリーニングブレードは、感光体１１Ｙの表面にカウンター方向に圧接する
ように取り付けられている。
【０１２０】
　中間転写ベルト３３を張架するバイアスロール１４には、中間転写ベルト３３を介して
二次転写ロール（二次転写手段）３４が圧接されている。中間転写ベルト３３表面に一次
転写され積層されたトナー画像は、バイアスロール１４と二次転写ロール３４との圧接部
において、図示しない用紙カセットから給紙される記録紙（記録媒体）Ｐ表面に、静電的
に転写される。この際、中間転写ベルト３３上に転写、積層されたトナー画像は白色トナ
ー画像が一番上（最上層）になっているため、記録紙Ｐ表面に転写されたトナー画像では
、白色トナー画像が一番下（最下層）になる。
【０１２１】
　また、二次転写ロール３４の下流には、記録紙Ｐ上に多重転写されたトナー画像を、熱
及び圧力によって記録紙Ｐ表面に定着して、永久像とするための定着器（定着手段）３５
が配置されている。
【０１２２】
　なお、定着器３５としては、例えば、表面にフッ素樹脂成分やシリコーン系樹脂に代表
される低表面エネルギー材料を用い、ベルト形状を有する定着ベルト、及び、表面にフッ
素樹脂成分やシリコーン系樹脂に代表される低表面エネルギー材料を用い、円筒状の定着
ロールが挙げられる。
【０１２３】
　次に、イエロー、マゼンタ、シアン、ブラック、そしてホワイト（白色）の各色の画像
を形成する各画像形成ユニット５０Ｙ，５０Ｍ，５０Ｃ，５０Ｋ、５０Ｗの動作について
説明する。各画像形成ユニット５０Ｙ，５０Ｍ，５０Ｃ，５０Ｋ、５０Ｗの動作は、それ
ぞれ同様であるため、イエローの画像形成ユニット５０Ｙの動作を、その代表として説明
する。
【０１２４】
　イエローの現像ユニット５０Ｙにおいて、感光体１１Ｙは、矢印Ａ方向に予め定められ
たプロセススピードで回転する。帯電ロール１８Ｙにより、感光体１１Ｙの表面は予め定
められた電位にマイナス帯電される。その後、感光体１１Ｙの表面は、露光装置１９Ｙに
よって露光され、画像情報に応じた静電荷像が形成される。続いて、現像装置２０Ｙによ
りマイナス帯電されたトナーが反転現像され、感光体１１Ｙの表面に形成された静電荷像
は感光体１１Ｙ表面に可視像化され、トナー画像が形成される。その後、感光体１１Ｙ表
面のトナー画像は、一次転写ロール１７Ｙにより中間転写ベルト３３表面に一次転写され
る。一次転写後、感光体１１Ｙは、その表面に残留したトナー等の転写残留成分がクリー
ニング装置１５Ｙのクリーニングブレードにより掻き取られ、清掃され、次の画像形成工
程に備える。
【０１２５】
　以上の動作が各画像形成ユニット５０Ｙ，５０Ｍ，５０Ｃ，５０Ｋ、５０Ｗで行われ、
各感光体１１Ｙ，１１Ｍ，１１Ｃ，１１Ｋ、１１Ｗ表面に可視像化されたトナー画像が、
次々と中間転写ベルト３３表面に多重転写されていく。カラーモード時は、イエロー、マ
ゼンタ、シアン、ブラック、そしてホワイト（白色）の順に各色のトナー画像が多重転写
されるが、二色、三色モード時のときもこの順番で、必要な色のトナー画像のみが単独又
は多重転写されることになる。その後、中間転写ベルト３３表面に単独又は多重転写され
たトナー画像は、二次転写ロール３４により、図示しない用紙カセットから搬送されてき
た記録紙Ｐ表面に二次転写され、続いて、定着器３５において加熱・加圧されることによ
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り定着される。二次転写後に中間転写ベルト３３表面に残留したトナーは、中間転写ベル
ト３３用のクリーニングブレードで構成されたベルトクリーナ１６により清掃される。
【０１２６】
　なお、イエローの画像形成ユニット５０Ｙは、イエロー色の現像剤を保持する現像剤保
持体を含む現像装置２０Ｙと感光体１１Ｙと帯電ロール１８Ｙとクリーニング装置１５Ｙ
とが一体となって画像形成装置本体から着脱するプロセスカートリッジとして構成されて
いる。また、画像形成ユニット５０Ｗ、５０Ｋ、５０Ｃ及び５０Ｍも画像形成ユニット５
０Ｙと同様にプロセスカートリッジとして構成されている。
【０１２７】
　また、トナーカートリッジ４０Ｙ、４０Ｍ、４０Ｃ、４０Ｋ及び４０Ｗは、各色のトナ
ーが収容され、画像形成装置に着脱するカートリッジであり、それぞれの色に対応した現
像装置と、図示しないトナー供給管で接続されている。そして、各トナーカートリッジ内
に収納されているトナーが少なくなった場合には、このトナーカートリッジの交換がなさ
れる。
【実施例】
【０１２８】
　以下、実施例および比較例を挙げ、本実施形態をより具体的に詳細に説明するが、本実
施形態は以下の実施例に限定されるものではない。なお、以下において特に断りのない限
り、「部」は「質量部」を、「％」は「質量％」を表す。また、実施例４、５、９、１０
、１４及び１５は本発明の範囲外である。
【０１２９】
（結晶性樹脂の合成）
・１，１２－ドデカン二酸：９５２部
・１，９－ノナンジオール：６５６部
・フマル酸：３０部
・ジブチル錫：２部
  以上の各成分をフラスコ内で混合し、減圧雰囲気下２２０℃まで加熱し、６時間脱水縮
合反応を行うことで結晶性ポリエステル樹脂を得た。
【０１３０】
（非晶性樹脂１の合成）
・ビスフェノールＡエチレンオキサイド１モル付加物：２５部
・エチレングリコール:２５部
・テレフタル酸：３０部
・コハク酸：２０部
　撹拌装置、窒素導入管、温度センサー、精留塔を備えた丸底フラスコに、上述の多価ア
ルコール成分と多価カルボン酸成分とを投入し、マントルヒーターを用い２００℃まで昇
温させた。次いで、ガス導入管より窒素ガスを導入し、フラスコ内を不活性ガス雰囲気に
保ちながら攪拌した。その後、原料混合物１００部に対して、ジブチルスズオキシド０．
０５部を添加し、反応物の温度を２００℃に保ちながら所定時間反応させることで非晶性
樹脂１を得た。
【０１３１】
（非晶性樹脂２の合成）
・ビスフェノールＡエチレンオキサイド１モル付加物：２５部
・ビスフェノールＡプロピレンオキサイド１モル付加物：２５部
・テレフタル酸：３０部
・コハク酸：５部
・無水トリメリット酸：１５部
　撹拌装置、窒素導入管、温度センサー、精留塔を備えた丸底フラスコに、上述の多価ア
ルコール成分と多価カルボン酸成分とを投入し、マントルヒーターを用い２００℃まで昇
温させた。次いで、ガス導入管より窒素ガスを導入し、フラスコ内を不活性ガス雰囲気に
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保ちながら攪拌した。その後、原料混合物１００部に対して、ジブチルスズオキシド０．
０５部を添加し、反応物の温度を２００℃に保ちながら所定時間反応させることで非晶性
樹脂２を得た。
【０１３２】
（結晶性樹脂分散液の調製）
　結晶性ポリエステル樹脂８０部および脱イオン水７２０部をステンレスビーカーに入れ
、温浴につけ９５℃に加熱した。結晶性ポリエステル樹脂が溶融した時点で、ホモジナイ
ザー（ＩＫＡ社製：ウルトラタラックスＴ５０）を用いて８０００ｒｐｍで攪拌した。次
いで、これにアニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ）１．６部を１
８．４部のイオン交換水に希釈した水溶液２０部を滴下しながら、乳化分散を行い、体積
平均粒径が０．２４μｍの結晶性ポリエステル樹脂粒子分散液（樹脂粒子濃度：１０％）
を得た。
【０１３３】
（非晶性樹脂粒子分散液１の調製）
　非晶性樹脂１を溶融状態のまま、乳化機（キャビトロンＣＤ１０１０、ユーロテック社
製）に毎分１００ｇの速度で移送した。別途準備した水性媒体タンクには、試薬アンモニ
ア水をイオン交換水で希釈した０．４０％濃度の希アンモニア水を入れ、熱交換器で１２
０℃に加熱しながら毎分０．１リットルの速度で前記ポリエステル樹脂溶融体と同時に前
記乳化機に移送した。この状態で、回転子の回転速度が６０Ｈｚ、圧力が０．４９ＭＰａ
（５ｋｇ／ｃｍ2）の条件で乳化機を運転し、体積平均粒径が０．１５μｍの非晶性樹脂
粒子分散液１（樹脂粒子濃度：３０％）を得た。
【０１３４】
（非晶性樹脂粒子分散液２の調製）
　非晶性樹脂２を溶融状態のまま、乳化機（キャビトロンＣＤ１０１０、ユーロテック社
製）に毎分１００ｇの速度で移送した。別途準備した水性媒体タンクには、試薬アンモニ
ア水をイオン交換水で希釈した０．４０％濃度の希アンモニア水を入れ、熱交換器で１２
０℃に加熱しながら毎分０．１リットルの速度で前記ポリエステル樹脂溶融体と同時に前
記乳化機に移送した。この状態で、回転子の回転速度が６０Ｈｚ、圧力が０．４９ＭＰａ
（５ｋｇ／ｃｍ2）の条件で乳化機を運転し、体積平均粒径が０．２３μｍの非晶性樹脂
粒子分散液２（樹脂粒子濃度：３０％）を得た。
【０１３５】
（ルチル型酸化チタン分散液の調製）
・ルチル型酸化チタンＣＲ－５０（石原産業（株）製）：２００部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ）：５部
・イオン交換水：１９５部
　以上をホモジナイザー（ＩＫＡ社製、ウルトラタラックスＴ５０）を用いて分散処理し
、体積平均粒径が３１５ｎｍであるルチル型酸化チタン分散液（ルチル型酸化チタン濃度
：５０％）を調製した。
【０１３６】
（アナタース型酸化チタン分散液の調製）
・アナタース型酸化チタンＡ－２２０（石原産業（株）製）：２００部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ）：５部
・イオン交換水：１９５部
　以上をホモジナイザー（ＩＫＡ社製、ウルトラタラックスＴ５０）を用いて分散処理し
、体積平均粒径が２４０ｎｍであるアナタース型酸化チタン分散液（アナタース型酸化チ
タン濃度：５０％）を調製した。
【０１３７】
（離型剤分散液の調製）
・パラフィンワックスＨＮＰ９（融解温度：７４℃、日本精蝋（株）製）：４５部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）、ネオゲンＲＫ）：５部
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・イオン交換水：２００部
　以上を９５℃に加熱して、ホモジナイザー（ＩＫＡ社製、ウルトラタラックスＴ５０）
を用いて分散した後、圧力吐出型ゴーリンホモジナイザー（ゴーリン社）で分散処理し、
体積平均粒径が２１５ｎｍである離型剤を分散させてなる離型剤分散液（離型剤濃度：２
０％）を調製した。
【０１３８】
［実施例１］
・非晶性樹脂粒子分散液１：２００部
・非晶性樹脂粒子分散液２：２００部
・結晶性ポリエステル樹脂粒子分散液：１１０部
・離型剤分散液：８０部
・ルチル型酸化チタン分散液：１８０部
・アナタース型酸化チタン分散液：２０部
・ポリ塩化アルミニウム（大明化学工業社製）：５部
　以上の成分をステンレス製反応容器に計量し、２％－ＨＣＬ水溶液を添加し、ｐＨを４
に調整した後、ウルトラタラックス（ＩＫＡ製）で５０００回転５分間混合し、５０℃ま
で１℃／ｍの速度で昇温・凝集させた。粒径の測定はコールターカウンター－ＴＡ‐ＩＩ
型（コールター社製）で行い、粒径５．８μになったところで、４％－ＮａＯＨ水溶液を
３０ｇ添加した後、更に９５℃まで加熱し、２ｈ保持した後、２％－ＨＣＬ水溶液を添加
してｐＨを６．５に調整し、更に１ｈ保持した。その後、結晶性ポリエステル樹脂の融解
温度＋６℃である８１℃まで１℃／ｍの速度で冷却し、以降、３０℃／ｍの速度で３０℃
まで冷却して、トナー母粒子を得た。
　得られたトナー母粒子１００部に対して疎水性シリカ（日本アエロジル社製、ＲＹ５０
）を１．５部と疎水性酸化チタン（日本アエロジル社製、Ｔ８０５）を１．０部とを、サ
ンプルミルを用いて１００００ｒｐｍで３０秒間混合ブレンドした。その後、目開き４５
μｍの振動篩いで篩分してトナー１を調製した。
【０１３９】
＜キャリアの作製＞
・トルエン１４部
・スチレン－メチルメタクリレート共重合体（成分比：８０／２０、重量平均分子量：７
００００）２部
・ＭＺ５００（酸化亜鉛、チタン工業）０．６部
　上記成分を混合し、１０分間スターラーで撹拌させて酸化亜鉛が分散した被覆層形成用
溶液を調製した。次に、この被覆液とフェライト粒子（体積平均粒径：３８μｍ）１００
部とを真空脱気型ニーダーに入れて、６０℃において３０分撹拌した後、さらに加温しな
がら減圧して脱気し、乾燥させることによりキャリアを作製した。
【０１４０】
＜現像剤の作製＞
　得られたキャリアとトナー１とを、それぞれ１００部：８部の割合で２リッターのＶブ
レンダーで混合し、現像剤１を作製した。
【０１４１】
＜評価＞
　上述のようにして得られた現像剤１を、温度２２℃、湿度５５％ＲＨの環境下において
、図１に示した５連タンデム方式の富士ゼロックス（株）社製ＤｏｃｕＣｅｎｔｒｅ-III
　Ｃ７６００改造機(両面印刷用の５連タンデム改造機)の現像器に充填し、記録紙（富士
ゼロックスインターフィールド社製ＪＤ紙）上に、定着温度１６０℃にて、トナー載り量
が４．５ｇ／ｍ２の条件でベタ画像（３ｃｍ×４ｃｍ）をプリントした。得られたベタ画
像に対して、下記試験を行った。得られた評価結果を表１に示す。
【０１４２】
－画像割れ評価－
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　得られたベタ画像に対し、コートテック社製ハンディＵＶライト（ＣＴ－Ｗ１０００－
Ｉ、３６５ｎｍ、２４０ｍＷ／ｃｍ２）にて２５分紫外線照射を行った後、画像を内側に
軽く折り曲げ、その上を重さ８６０ｇ、直径７６ｍｍのロールを１５０ｍｍ／ｓ程度のス
ピードで水平な机上で転がして折り目をつけ、画像を元とおり広げた時の、その折り曲げ
部分の画像欠損の最大幅が０．３０ｍｍ以下（スケールルーペ、倍率：１０倍で観察）で
あるレベルを問題ないレベルとした。
【０１４３】
（評価基準）
◎；画像割れ無く、問題ないレベル
○；画像割れ部分少なく、問題ないレベル
△；画像割れ多少あるが、問題ないレベル
×；画像割れ多く、問題あり
【０１４４】
－白色度評価－
得られたベタ画像に対し、Ｘ－ｒｉｔｅ濃度計（Ｘ－Ｒｉｔｅ９３８、米国Ｘ－Ｒｉｔｅ
社製）によって光学濃度を測定し以下の式により白色度Ｗおよび白色度変化ΔＷを測定し
た。ここでＷ０は紫外線照射前、Ｗ１は紫外線照射後の白色度を表す。
白色度Ｗ＝１００－｛（１００－Ｌ＊）２＋ａ＊２＋ｂ＊２｝０．５

ΔＷ＝Ｗ０－Ｗ１
【０１４５】
（評価基準）
◎；ΔＷ＝０以上１．０未満
○；ΔＷ＝１．０以上１．５未満
△；ΔＷ＝１．５以上２．０未満
×；ΔＷ＝２．０以上
【０１４６】
［実施例２］
　ルチル型酸化チタン分散液１４０部、アナタース型酸化チタン分散液６０部とした以外
は実施例１と同様にしてトナー２及び現像剤２を作製し、実施例１と同様に評価した。得
られた結果を表１に示す。
【０１４７】
［実施例３］
　ルチル型酸化チタン分散液１００部、アナタース型酸化チタン分散液１００部とした以
外は実施例１と同様にしてトナー３及び現像剤３を作製し、実施例１と同様に評価した。
得られた結果を表１に示す。
【０１４８】
［実施例４］
　ルチル型酸化チタン分散液１９０部、アナタース型酸化チタン分散液１０部とした以外
は実施例１と同様にしてトナー４及び現像剤４を作製し、実施例１と同様に評価した。得
られた結果を表１に示す。
【０１４９】
［実施例５］
　ルチル型酸化チタン分散液８０部、アナタース型酸化チタン分散液１２０部とした以外
は実施例１と同様にしてトナー５及び現像剤５を作製し、実施例１と同様に評価した。得
られた結果を表１に示す。
【０１５０】
［実施例６］
・非晶性樹脂粒子分散液１：９０部
・非晶性樹脂粒子分散液２：９０部
・結晶性ポリエステル樹脂粒子分散液：５０部
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・離型剤分散液：８０部
・ルチル型酸化チタン分散液：３１５部
・アナタース型酸化チタン分散液：３５部
・ポリ塩化アルミニウム（大明化学工業社製）：５部
　とした以外は実施例１と同様にしてトナー６及び現像剤６を作製し、実施例１と同様に
評価した。得られた結果を表１に示す。
【０１５１】
［実施例７］
　ルチル型酸化チタン分散液２４５部、アナタース型酸化チタン分散液１０５部とした以
外は実施例６と同様にしてトナー７及び現像剤７を作製し、実施例１と同様に評価した。
得られた結果を表１に示す。
【０１５２】
［実施例８］
　ルチル型酸化チタン分散液１７５部、アナタース型酸化チタン分散液１７５部とした以
外は実施例６と同様にしてトナー８及び現像剤８を作製し、実施例１と同様に評価した。
得られた結果を表１に示す。
【０１５３】
［実施例９］
　ルチル型酸化チタン分散液３３３部、アナタース型酸化チタン分散液１７部とした以外
は実施例６と同様にしてトナー９及び現像剤９を作製し、実施例１と同様に評価した。得
られた結果を表１に示す。
【０１５４】
［実施例１０］
　ルチル型酸化チタン分散液１４０部、アナタース型酸化チタン分散液２１０部とした以
外は実施例６と同様にしてトナー１０及び現像剤１０を作製し、実施例１と同様に評価し
た。得られた結果を表１に示す。
【０１５５】
［実施例１１］
・非晶性樹脂粒子分散液１：２６５部
・非晶性樹脂粒子分散液２：２６５部
・結晶性ポリエステル樹脂粒子分散液：２００部
・離型剤分散液：１０６部
・ルチル型酸化チタン分散液：９０部
・アナタース型酸化チタン分散液：１０部
・ポリ塩化アルミニウム（大明化学工業社製）：５部
　とした以外は実施例１と同様にしてトナー１１及び現像剤１１を作製し、実施例１と同
様に評価した。得られた結果を表１に示す。
【０１５６】
［実施例１２］
　ルチル型酸化チタン分散液７０部、アナタース型酸化チタン分散液３０部とした以外は
実施例１１と同様にしてトナー１２及び現像剤１２を作製し、実施例１と同様に評価した
。得られた結果を表１に示す。
【０１５７】
［実施例１３］
　ルチル型酸化チタン分散液５０部、アナタース型酸化チタン分散液５０部とした以外は
実施例１１と同様にしてトナー１３及び現像剤１３を作製し、実施例１と同様に評価した
。得られた結果を表１に示す。
【０１５８】
［実施例１４］
　ルチル型酸化チタン分散液９５部、アナタース型酸化チタン分散液５部とした以外は実
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施例１１と同様にしてトナー１４及び現像剤１４を作製し、実施例１と同様に評価した。
得られた結果を表１に示す。
【０１５９】
［実施例１５］
　ルチル型酸化チタン分散液４０部、アナタース型酸化チタン分散液６０部とした以外は
実施例１１と同様にしてトナー１５及び現像剤１５を作製し、実施例１と同様に評価した
。得られた結果を表１に示す。
【０１６０】
［比較例１］
・非晶性樹脂粒子分散液１：２００部
・非晶性樹脂粒子分散液２：２００部
・結晶性ポリエステル樹脂粒子分散液：１１０部
・離型剤分散液：８０部
・ルチル型酸化チタン分散液：２００部
・ポリ塩化アルミニウム（大明化学工業社製）：５部
　とした以外は実施例１と同様にしてトナー１６及び現像剤１６を作製し、実施例１と同
様に評価した。得られた結果を表１に示す。
【０１６１】
［比較例２］
・非晶性樹脂粒子分散液１：２００部
・非晶性樹脂粒子分散液２：２００部
・結晶性ポリエステル樹脂粒子分散液：１１０部
・離型剤分散液：８０部
・アナタース型酸化チタン分散液：２００部
・ポリ塩化アルミニウム（大明化学工業社製）：５部
とした以外は実施例１と同様にしてトナー１７及び現像剤１７を作製し、実施例１と同様
に評価した。得られた結果を表１に示す。
【０１６２】

【表１】

 
【符号の説明】
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【０１６３】
１１　感光体
１２　駆動ロール
１３　支持ロール
１４　バイアスロール
１５　クリーニング装置
１６　ベルトクリーナ
１７　一次転写ロール
１８　帯電ロール
１９　露光装置
２０　現像装置
３４　二次転写ロール
３５　定着器
４０　トナーカートリッジ
５０　画像形成ユニット
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